
計画的な教職員定数改善の確実な推進を求める意見書 
 

教職員の定数は「義務標準法」により学級数に応じて定められており、

小学校の学級編制標準が 35人に引き下げられたが、児童が少ない小学校で

は学級担任以外の教員が配置されず、年次休暇取得も難しい状況である。 

更に、令和５年４月２８日の文部科学省公表による教職員の勤務実態調

査によると、教諭１日あたりの時間外を含む在校時間は、小学校が 10.45

時間、中学校が 11.01 時間となっており、長時間労働の是正は進んでいな

い。 

ゆたかな学びや教職員の働き方改革を実現するためには、教職員の増員

や少数職種の配置増など、教職員定数改善が必要不可欠である。 

こうした観点から、2024年度政府予算編成において下記事項が実現され

るよう、強く求める。 

記 

１ 計画的な教職員定数改善の確実な推進を図ること。 

 

 

 以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 
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